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Ⅰ．はじめに

現在，介護保険制度における居宅サービス提供者と利

用者・家族間における情報提供や情報交換には連絡ノー

トが用いられているのが一般的である1）～3）。連絡ノート

に関して，「居宅サービス記録研究会」3）の作成した計画

表，事業者記載欄と利用者・家族記載欄などのある「共

通記録書」や，亀井ら1）2）の試作した書類や処方薬の説明

書を挿入できる「在宅ケア連携ノート」が報告されてい

る。通所リハビリテーションにおいては，簡潔に記載で

き読みやすいことを目指し，利用者の状態を笑顔・普通・

不機嫌な3種の顔のマークで表現できる項目欄と数行記

載できる自由記載欄を設けた連絡ノート4）や，援助計画

と経過記録の開示に向けて，コンピュータとカーボン紙

を活用した経過記録と連絡ノートの統合5）が報告されて

いる。また，市場では「介護連絡ノート」6）7）などが市販

されているものの，これらの普及の実態は判然としない
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のが実情である。

Ｙ県内における通所サービスと訪問看護の併用利用者

50名の連絡ノートの活用に関する研究者らの調査8）では，

31か所の通所サービス事業者で27種のノートが使用され

ており，居宅サービス事業者は千差万別のノートを使用

している実態を報告した。また，対象者は通所サービス

と訪問看護を併用利用しているものの，連絡ノートは

サービス提供者間の連携にはほとんど活用されていな

かった。この結果から，複数サービスの併用利用者・家

族は，サービス事業者が定めた複数の連絡ノートを所有

し，それぞれを読んだり記載したりする状況にあるとい

える。

現在，介護保険制度における居宅サービス利用者の多

くが，訪問サービスと通所サービスなどの複数のサービ

スを選択利用している9）。これらの居宅サービス提供者

が日常的に使用している連絡ノートをサービス事業者間

で共有することは，情報交換により連携を促進させると

ともに，利用者・家族の記載負担軽減が期待できる。各

居宅サービス事業者は，事業者と利用者・家族間で活用

する独自の連絡ノートは作成できても，サービス事業者

相互が日々の情報を交換しうる共通連絡ノートを，設置

主体の異なる事業者間で作成することは困難である。そ
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のため自治体などが，住民や事業者のニーズに応じる事

業として施策化していくことが望ましいが，共通連絡

ノートに関しては明らかになっていないのが現状である。

Ⅱ．用語の操作的定義

共通連絡ノート：介護保険における居宅サービス事業

者間および居宅サービス事業者と利用者・家族間の情報

交換として使用されている市町村が関与して作成した連

絡ノート

Ⅲ．調査目的

本調査では，居宅サービス事業者間ならびに利用者・

家族と居宅サービス事業者が活用できる共通連絡ノート

を作成するための基礎資料として，Ｙ県内の市町村にお

ける共通連絡ノートの作成状況と形式・内容の実態を明

らかにすることを目的とした。

Ⅳ．調査方法

1． 対象

調査対象は，平成17年 8月現在のY県内全38市町村

とし，その内訳は，12市，16町，10村であった。

2． 調査内容とデータ収集方法

Y県介護保険担当部署と調査者との連携のもとで調査

用紙を作成した。調査内容は，市町村名，介護保険担当

部署，記入者の氏名・職種・問い合わせ先，市町村で定

める連絡ノートの有無，作成経緯（時期・担当者・作成理

由）および作成予定とした。調査用紙は，郵送にて配付・

回収した。

調査用紙回収後，共通連絡ノートを作成している市町

村には，電話にて記載内容に対する確認と共通連絡ノー

トの配付価格・配付元・配付状況を問い合わせた。

3． 調査期間

平成17年 8月から平成17年 9月

4． 倫理的配慮

調査依頼書に，記入者名・連絡先・回答内容は調査者

以外が目を通すことはない旨を記載し，回答をもって同

意と判断した。

5. データ分析

データは，統計ソフトExcel 2000を使用し，記述統計

を行なった。

Ⅴ．結果

1． 概要

調査対象全38市町村における調査用紙回収率は78.9％

（N=30）であり，その内訳は，12市中12市（100％），16町

中12町（75.0％）， 10村中6村（60.0％）であった。また市町

村内における共通連絡ノートは2市と2町（13.3％）が作成

しており，3町村では町村内の通所サービスにおける連

絡ノートを作成していた。なお，作成していない市町村

は，いずれも共通連絡ノート作成の予定はないと回答し

ていた（表1）。

2． 共通連絡ノート作成経緯と配付状況

表2に示した通り，共通連絡ノートは，A市，B市，D

町の 3市町では近年の町村合併以前の平成14 年に作成

し，C町では16年に作成している。A市では市の保健師

と通所サービス・訪問サービス・施設サービスの事業者，

B市では保健師・事務職とサービス事業者・ケアマネー

ジャー，C町では事務職とサービス事業者・ケアマネー

ジャー，Ｄ町では保健師が作成に携わった。

作成理由については，利用者・家族からの意見，事業

者からの意見，市町からの意見がみられた。利用者・家

族からの意見には，複数の連絡ノートによる「混乱」や

「不便さ」がA市とB市の2市であげられていた。事業者

からの意見には，A市では，サービス事業者間の連絡の

とりにくさ，B市では連携の必要性，独居や認知症のあ

る利用者の在宅での様子やサービス事業所での様子をお

互いに情報交換しあう必要性，利用者の内服，食事，排

泄などの状況を判断するための情報の必要性などがあげ

られていた。D町は，町職員が事業者間の連携の必要性

を感じ，統一したサービス提供や状態の把握の必要性を

記載している。

共通連絡ノートの配付価格は，4市町で無料となって

おり，その配付元は市町，事業者，担当ケアマネージャー

など様々であった。共通連絡ノートの配付対象は，利用

者全員がA市，ほとんどの利用者がB市とＤ町，複数の

サービス利用者がC町と異なっていた。（表2）

     共通連絡ノート  通所用ノート 

  総数 回収 あり ない 作成予定 

 市 12 12 2 10 0 0 

 町 16 12 2 8 0 2 

 村 10 6 0 5 0 1 

 計 38 30 4 23 0 3 

 

表1　県内市町村の定める共通連絡ノートの実態
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3． 共通連絡ノートの形式と記載欄内容

表3に示した通り，共通連絡ノートの装丁は，バイン

ダー形がA市とC町，ノート形がB市とD町であり，大

きさはB6版からA5版まであり，内ポケットを有するも

のと有しないものなど，それぞれであった。利用者の基

本情報欄には，氏名が4市町，住所がA市，B市，D町

の3市町，生年月日および介護認定結果（介護区分）がB

市とD町の2市町，その他（身長，体重など）が設けられ

ており，家族の基本情報には緊急連絡先が4市町と家族

構成がD町に設けられている。サービス事業者・機関の

連絡先一覧には，主治医・ケアマネージャー・事業者・

介護保険相談窓口が4市町に，保健師・その他の関係者

がA市とC町の2市町にあげられていた。

経過記録は，通所サービス・訪問サービス共通用がB

市，C町，D町の3市町にみられ，その内訳では，ノート

形がB市とD町の2市町，バインダー形がC町であった。

C町のバインダー形は，通所サービス・訪問サービス共

通用とショートステイ用と 2 パターンの用紙をバイン

ダーにファイルする形であった。A市のバインダー形は，

通所サービス用，訪問サービス用，ショートステイ用と

それぞれサービスごとに異なった用紙を用いてバイン

ダーにファイルする形であった。なお，Ｄ町の共通連絡

ノートにのみ，記入例がみられた。記入例には，利用者・

家族が自由に記入してほしいと明示し，介護内容，気づ

いた点，事業者への連絡事項，サービス事業者の記録な

どが事例を用いて説明されていた。

記載欄は，通所サービス用では，家族欄として食事・

排泄・睡眠などを含んだ項目と自由記載がA市とC町の

2市町に，事業者欄として血圧・体温・脈拍などのバイタ

ルサイン，食事，排泄，レクリエーション，入浴などを

含んだ項目と自由記載 が4市町に設けられていた。訪問

サービス用では，家族欄として食事，排泄，睡眠などの

項目と自由記載がC町に，事業者欄としてバイタルサイ

ン，食事，排泄などの項目と自由記載 4市町に設けられ

ていた。ショートステイ用では，家族欄として自由記載

のみがA市に，事業者欄としてバイタルサイン，食事，排

泄などを含んだ項目と自由記載がA市とC町の2市町に

設けられていた。
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表2　共通連絡ノートの作成経緯と配付状況
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Ⅵ．考察

本調査は，Y県介護保険担当部署との連携のもとで実

施し，回収率が78.9％であったが，平成17年10月の介護

保険の改正実施後の調査であれば回収率を上げられたも

のと思われる。回収された結果において，共通連絡ノー

トを作成しているのは，4市町とごく一部であり，今後作

成予定のある市町村は皆無であった。その理由として，

利用者・家族および事業者が共通連絡ノート作成の必要

性を感じていない，または市町村合併などに伴う繁忙な

状況下では連絡ノートに関する問題などの把握が進んで

いないことが推察される。また，小規模町村において通

所用ノートが作成されていたのは，町村内に公営の通所

サービスのみが存在しており，複数のサービスを併用利

用することが困難な状況にあるためと思われる。

共通連絡ノートは，複数サービス併用利用者・家族か

らの不都合さや不便さと，利用者の情報を把握したいと

いう市町および事業者の要望が作成理由となっており，

市町の保健師・事務職と事業者との協働で作成されてい

た。従って，利用者・家族，市町および事業者が不便さ

や不備への意見が，共通連絡ノート作成の原動力になっ

ていると言えよう。

配付価格は4市町共に，利用者・家族の経済的負担のな

い無料となっていた。本調査では，配付における市町予

算について調査内容としていないが，新たに共通連絡

ノート作成を検討する場合には，予算の詳細を明らかに

していく必要があろう。配付元については，ケアマネー

ジャーに依頼せずに介護サービス計画をたてる場合もあ

りうるため，ケアマネージャーのみに限定せず，ケアマ

ネージャー，市町，又は事業者とすることで利便性をは

かることが望ましいと思われる。配付対象も様々となっ

ているが，市町において介護保険認定者全員へ配付して

おくことは，直ちにサービスを利用する認定者にも，サー

ビス利用が何週間あるいは何ヶ月後になる認定者にも行

き渡ることとなり，介護保険に関する理解や共通連絡

ノートの普及を促進させる効果を期待できると思われる。

共通連絡ノートの装丁をみると，バインダー形はサー

ビス区分別にファイルされているためサービス内容の把

握が容易であり，用紙の追加ができることが長所である。

一方，ノート形は，経時的にサービス内容や状態把握が

可能であり，用紙を散逸する危険がなく薄手で持ち運び

やすいのが長所である。A4版～B6版まである大きさは，

通所サービス利用者にとっての持参しやすさを考慮する

と，A5版又はB6版が望ましい。また，連絡ノートの内

ポケットは，通所サービスに持参する内服薬や外用薬を

入れられる形や素材の工夫が求められる。

4市町の共通連絡ノートのいずれにも設けられていた

基本情報記載欄における氏名・住所・生年月日は必須情

報と思われる。しかし，サービス事業者やケアマネー

ジャーが把握している職歴，家族状況，近所との関係な

どの個人情報や，身長・体重のように変化する値を連絡

ノートの基本情報とすることには検討の余地があろう。

一方，サービス事業者・機関の連絡先一覧は，利用者・

家族と事業者の両者に役立つものと思われる。

事業者記載欄には，バイタルサイン・食事・排泄など

項目が設けられており，記載の簡便さと記載漏れ防止効

果が期待できる。本結果では，家族記載欄を設けている

ノートとないノートがあったが，家族と事業者との双方

向の情報交換をはかるためには，家族記載欄を設けるこ

とは重要な課題と思われる。また，家族から利用者の情

報を得るためには，体調を表す3種の顔のマークで表現

する項目欄4）を設けるなどの工夫で，家族の記載負担は

軽減されるであろう。なお，連絡ノートの記入例は，記

載に不慣れな家族には，気軽に記載する助けになると思

われる。

本調査では，Ｙ県内の市町村における共通連絡ノート

の作成状況と形式・内容の実態が明らかになった。今後，

作成された共通連絡ノートの利用者・家族および事業者

における評価や活用効果を明らかにすることが，課題と

思われる。
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